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特定非営利活動法人アビリティクラブたすけあい定款

第 1章 総 則

(名  称 )
第 1条 本会は特定非営利活動法人アビリティクラブたすけあい (通称NPO法 人ACT)
という。ただし、登記上はこれを特定非営利活動法人アビリティクラブたすけあいと

表示する。

(事務所 )

第 2条 本会は事務所を東京都中野区に置く。

(目  的 )
第 3条 本会は、市民によるたすけあいの理念に基づき、高齢者その他生活の支援を必要
とする人々に対 し、介護その他の生活支援、これに関する事業ならびに調査研究、お

よび公共政策の提案を行な うことにより、少子高齢社会において市民が相互に自立 し、

福祉の増進に寄与することを目的とする。

(特定非営利活動の種類 )

第 4条 本会は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行なう。
(1)保健および福祉の増進を図る活動。

(2)社会教育の推進を図る活動。

(3)ま ちづくりの推進を図る活動。

(4)地域安全活動。

(5)人 権の権護又は平和の推進を図る活動。

(6)男 女共同参画社会の形成の促進を図る活動。

(7)子 どもの健全育成を図る活動。

(8)前各号に掲げる活動を行な う団体の運営または活動に関する連絡、助言または援助の

活動。

(事業の種類 )

第 5条 本会は第 3条の目的を達成するための事業として次の事業を行な う。
(1)ま ちづくりの推進、市民からの相談、福祉の政策提案に関する事業

(2)ワ ーカーズヘのサポー トに関する事業

(3)介護、家事、子育て支援などの自立を支援する事業

(4)少額短期保険業に関する事業

(5)福祉用具、衣・食等、生活を豊かにする供給事業

(6)人材育成および啓発、介護人材の養成、講師派遣、出版等事業
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(7)後見に関する事業

(8)たすけあう住まい方の支援に関する事業

(9)その他第 3条の目的達成のために必要な事業

2 前項の事業を、同じ理念を持つACT運 動グループと提携、協力し推進する。

第 2章 会 員

(会員の種別)

第 6条 本会の会員は、次の 2種 とし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以 下「法」

とい う。)上の社員とする。

(1)正会員 本会の目的に賛同して入会 した個人

(2)賛助会員 本会の目的に賛同 し、本会を賛助する意志を持って入会 した個人および

団体

(入会および会費)

第 7条 本会の正会員になろうとするものは、東京都内に居住する者または勤務する者
で、別に定める入会申込書を理事長に提出するものとする。

2 理事長は、前項の申し込みがあったときは、正当な理由がない限り、入会を認めなけ
ればならない。

3 理事長は、第 2項の者の入会を認めないときは、速やかに理由を付した書面をもって

本人にその旨を通知しなければならない。

4 会員は理事会において別に定める年会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失 )

第 8条  正会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。

(1)退会届の提出をしたとき

(2)本人が死亡したとき

(3)継続 して 2年以上年会費を滞納 したとき

(4)継続 して 2年以上住所等不明で連絡が取れないとき

(5)除名されたとき

(退会 )

第 9条  正会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ

とができる。

(除名 )

第 10条 会員が次の各号の一―に該当する場合には、総会の議決により、これを除名する

ことができる。

(1)本会の定款または規則に違反 したとき
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(2)本会の名誉を傷つけ、または目的に反する行為をしたとき
2 前項の規定により会員を除名 しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の機
会を与えなければならない。

(会費の不返還 )

第 11条 本会は、会員がすでに納入 した会費は、返還しない。

第 3章 役 員

(種類および定数 )

第 12条  本会に、次の役員を置く。
(1)理事 10人以上 20人 以内
(2)監事 2人以上 3人以内
2 本会は理事長、副理事長、専務理事を置く。副理事長は 3人以内とする。

(選任等 )

第 13条  理事および監事は、役員選挙規約の定めるところにより、総会において正会員
のうちから選任する。

2理 事長、副理事長、専務理事は、理事会において理事の互選により定める。
3法 第 20条各号のいずれかに該当する者は、本会の役員になることができない。
4監 事は、理事または本会の職員を兼ねることはできない。

(職務 )

第 14条 理事は、理事会を構成 し、この定款の定めおよび理事会の議決に基づき、本
会の業務を執行する。

2理 事長は、本会を代表 し、その業務を統括 して管理する。
3副 理事長は、理事長を補佐 し理事長が業務に支障あるとき理事長の職務を代行する。
4専 務理事は、事務局を統轄 し、理事会の決定に基づき、理事長および副理事長と協議
の上、日常の業務執行を行なう。

5監 事は、次に掲げる職務を行なう。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること
(2)本会の財産の状況を監査すること

(3)前 2号の規定による監査の結果、本会の業務または財産に関し不正の行為または法

令若 しくは定款に違反する重大な事実があることを発見 した場合には、これを総会

に報告すること

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること

(5)理事の業務執行の状況または本会の財産の状況について、理事に意見を述べること
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(任期 )

第 15条  役員の任期は 2年 とする。ただし、再任を妨げない。
2前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任 されていない場合に限り、定款で定めら

れた任期の末日後最初の社員総会が終結するまでその任期を伸長することができる。

3補欠のため、または増員により選任された役員の任期は、前項の規定にかかわらず、

それぞれの前任者または他の現任者の残任期間とする。

4 役員は、辞任または任期満了後においても、第 12条第 1項に定める最小の役員数を

欠く場合には、後任者が就任するまでは、その職務を行なわなければならない。

(解任 )

第 16条  役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任する

ことができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき

(2)職務上の義務違反、その他役員としてふさわしくない行為があったとき

2 前項の規定により役員を解任 しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明の機

会を与えなければならない。

(報酬等 )

第 17条  役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲で報酬を受けることができる。

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

3 前 2項 に関し必要な事項は、総会の議決を経て理事長が別に定める。

第 4章 会 議

(会議の種別)

第 18条 本会の会議は、総会および理事会の 2種 とし、総会は、通常総会および臨時総

会とする。

(会議の構成)

第 19条 総会は正会員をもって構成する。
2理 事会は、理事をもって構成する。
3監 事は、理事会に出席 し、意見を述べることができる。

(会議の権能 )

第 20条 総会は以下の事項について議決する。

(1)事業報告および決算の承認

(2)役員の選任または解任、職務および報酬

(3)定款の変更

(4)合併および解散
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(5)解散 した場合の残余財産の処分
(6)その他理事会が総会に付すべき事項として議決 した事項
2理 事会は次の事項を議決する。
(1)事業計画および予算並びにその変更
(2)事務局の組織および運営
(3)年会費の額
(4)総会 |こ付議すべき事項
(5)総会の議決した事項の執行に関する事項
(6)そ の他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(会議の開催 )

第 21条 通常総会は毎年 1回、毎事業年度終了の日から 2カ 月以内に開催する。
2臨 時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき
(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載 した書面もしくは電磁的方法に
より招集の請求があったとき

(3)監事が第 14条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき
3理 事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。
(1)理事長が必要と認めたとき
(2)理事総数の 3分の 1以上から会議の目的である事項を記載 した書面もしくは電磁
的方法により招集の請求があったとき

(会議の招集 )

第 22条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。
2理 事長は、前条第 2項第 1号および第 2号の規定による請求があったときは、その日
から30日 以内に臨時総会を招集 しなければならない。
3総 会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的および審議事項を記載 した書面も
しくは電磁的方法により、開催の日の少なくとも 7日 前までに通知を発 しなければな

らない。

4理 事会は、理事長が招集する。
5理 事長は、前条第 3項第 2号の場合にはその日から20日 以内に理事会を招集 しなけ
ればならない.

6理 事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的および審議事項を記載 した書面も
しくは電磁的方法により、開催の日の前までに通知 しなければならない。

(会議の定足数 )

第 23条 総会は正会員の 20分の 1以上の出席がなければ開会することができない。
(会議の議決 )

第 24条 総会における議決事項は、第 22条第 3項の規定によってあらかじめ通知した
事項とする、

2総 会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数をもって決
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し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3理 事会における議決事項は、第 22条第 6項の規定によってあらかじめ通知 した事項
とする。

4理 事会の議事は、理事総数の過半数をもって決 し、可否同数のときは、議長の決する
ところによる。

(会議での書面表決権等 )

第 25条 各構成員の表決権は、平等なものとする。
2総 会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項について、書面もしくは電磁

的方法をもって表決 し、または他の正会員を代理人として表決を委任することができ

る。

3前 項の規定により表決 した正会員は、前 2条の規定の適用については出席 したものと

みなす。

4や むを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項に
ついて書面もしくは電磁的方法をもって表決することができる。

5前 項の規定により表決 した理事は、前条および次条第 1項の適用については、理事会

|こ出席 したものとみなす。

6総 会または理事会の議決について、特別の利害関係を有する構成員は、その議事の議

決に加わることができない。

(会議の議事録 )

第 26条 総会または理事会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成しなけ

ればならない。

(1)日 時および場所

(2)総会にあっては正会員総数および出席者数、理事会にあっては理事総数、出席者数

および出席者氏名。その会議に書面もしくは電磁的方法による表決者または表決委任

者がある場合にあつては、その数を付記すること

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要および議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2議 事録には、議長およびその会議において選任 された議事録署名人 2人 が、記名押印

または署名し、これを保存 しなければならない。

第 5章 資 産

(構成 )

第 27条 本会の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成する。

(1)設 立当初の財産 目録に記載された資産

(2)年会費
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(3)寄付金品

(4)事業に伴 う収益
(5)資産から生じる収益
(6)そ の他の収益

(管理 )

第 28条 本会の資産は、理事長が管理 し、その方法は理事会の議決による。
(経費の支弁 )

第 29条 本会の経費は、資産をもって支弁する。

第 6章 会 計

(事業年度 )

第 30条 本会の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日 に終わる。

(事業計画および予算 )

第 31条 本会の事業計画およびこれに伴 う予算は、毎事業年度ごとに理事長が作成 し、
毎事業年度開始前に理事会の議決を得なければならない。

2 前項の規定による理事会の議決を得た事業計画および予算は、当該事業年度中の通
常総会に報告しなければならない。

3 第 1項に規定 した理事会の議決を得た事業計画および予算の変更は、理事会の議決
を経て行な うことができる。ただし、変更された内容に関して、理事会は、当該事業年

度終了後の通常総会に報告するものとする。

(事業報告および決算 )

第 32条 本会の事業報告書、活動計算書、貸借対照表および財産目録等の決算に関する
書類は、理事長が事業年度終了後に遅滞なくこれを作成 し、監事の監査および理事会

の議決を経た上、当該事業年度終了後の通常総会の議決を経なければならない。

2 前項の議決を経た事業報告書、活動計算書、貸借対照表および財産目録等は、前事業
年度の役員の名簿、役員の うち前年に報酬を受けた者の名簿、社員の うち lo人以上
の名簿を添えて、当該事業年度終了後、 3カ 月以内に本会の所轄庁に提出しなければ
ならない。

(剰余金の処分 )

第 33条 本会は、特定非営利活動に係る事業の会計を「主たる本来事業会計」及び「少
額短期保険業に関する事業会計」に区分 して経理する。

2 本会の決算において剰余金を生じたときは、次事業年度に繰 り越すものとする。
3 前項の規定にかかわらず、少額短期保険業に関する事業会計に剰余金を生じたとき
は、保険契約者の同意に基づき、この剰余金を「主たる本来事業会計」に寄付 し、同会
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計の収入とすることができる。

第 7章 定款の変更、解散および合併

(定款の変更)

第 34条 本会が定款を変更しようとするときは、総会に出席 した正会員の 3分の 2以
上の多数による議決を経、かつ、法第 25条第 3項 に規定する事項については、所轄庁
の認証を得なければならない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない事項
を除く。)し たときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解散 )

第 35条 本会は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の議決

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併
(5)破産手続き開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取 り消し

2 前項第 1号 の事由により本会が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以上の承諾

を得なければならない。

3 第 1項第 2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。

(清算人の選任 )

第 36条 本会が解散 したときは、理事が清算人となる。ただし、合併の場合による解散

を除く。

(残余財産の帰属 )

第 37条 本会が解散 (合併または破産手続き開始の決定による解散を除く,)し たとき
に残存する財産は、類似する目的を持つ特定非営利活動法人の うちから、総会で議決

した者に譲渡するものとする。

(合併 )

第 38条 本会が合併 しようとするときは、総会において正会員総数の 4分 の 3以上の

議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。
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第 8章  公告の方法

(公告の方法 )

第 39条 本会の公告は、官報に掲載する。ただし、法第 28条の 2第 1項に規定する
貸借対照表の公告については、本会のホームページにおいて行なう。また、保険業法

に基づき特定少額短期保険事業者として公告をする場合は、東京新聞に掲載する。

第 9章 事務局

(事務局の設置 )

第 40条 本会に、本会の事務を処理するため、事務局を設置する。
2 事務局には、事務局長および必要な職員を置く。

(職員の任免 )

第 41条 事務局長および職員の任免は、理事長が行なう。

(組織および運営 )

第 42条  事務局の組織および運営に関 し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別
に定める。

第 10章  実施細則

(細 則 )
第 43条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長が別に定
める。

附 則

1

2

3

4

この定款は、法人成立の日から施行する。

本会の名称は、特定非営利活動促進法に基づく法人設立の認証、設立の登記が終了

するまでは、NPOア ビリティクラブたすけあいと称する。 1999年 5月 29日 から法
人成立の日までこの定款を準用する。

本会が特定非営利活動法人として成立した当初の会費は、第 7条の規定にかかわら

ず、次に掲げる額とする。

(1)年会費  3,000円
本会が特定非営利活動法人として成立した当初の役員は、別表のとお りとする。

本会が特定非営利活動法人として成立 した当初の役員任期は、第 15条第 1項 の規
定にかかわらず、同法人として成立 した日から2001年 度通常総会の日までとする。

5
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6 本会が特定非営利活動法人として成立 した当初の事業年度は、第 30条の規定にか
かわらず、同法人として成立した日から2000年 3月 31日 までとする。
7 本会が特定非営利活動法人として成立 した当初の事業計画および収支予算は、第 3

1条第 1項の規定にかかわらず、設立総会の定めるところによる。

附 員|」 この定款は、 2002年 4月 18日 から施行する。 (第 12条 「役員の種類およ

び定数」都認証 )

附 員|」 この定款は、 2002年 9月 30日 から施行する。 (第 12条 「役員の種類およ

び定数」、第 13条 「選任等」、第 14条 「職務」、第 23条 「会議の定足数」都認

証 )

附 員|」 この定款は、 2003年 10月 10日 から施行する。 (第 5条 「事業の種類」、

第 21条 「会議の開催」都認証 )

附 則 この定款は、 2005年 10月 19日 から施行する。 (第 4条 「特定非営利活

動の種類」、第 5条 「事業の種類」都認証 )

附 員|」 この定款は、 2007年 5月 26日 から施行する。 (第 2条 「事務所」総会決

定 )

附 員」 この定款は、 2008年 3月 3日 から施行する。 (第 5条 「事業の種類」、第 39

条 「公告の方法」都認証 )

附 員|」 この定款は、 2008年 10月 10日 から施行する。 (第 33条 「剰余金の処

分」都認証 )

附 貝」 この定款は、 2013年 5月 25日 からから施行する。 (第 2条 「事務所」総

会決定、第 31条 「事業計画および予算」、第 32条 「事業報告および決算」総

会決定 )

附 貝」 この定款は、 2013年 10月 25日 から施行する。 (5条 「事業の種類」都認

証 )

附 員」 この定款は、 2015年 8月 21日 から施行する。 (5条 「事業の種類」都認

証 )

附 員|」 この定款は、 2015年 12月 21日 から施行する。 (5条 「事業の種類」都認

証 )

附 員|」 この定款は、 2019年 2月 13日 から施行する。 (5条 「事業の種類」、33条
「剰余金の処分」、39条 「公告の方法」都認証 )

附 貝」 この定款は、 2019年 5月 25日 から施行する,(39条 「公告の方法」都届

出)

附 員」 この定款は、 2022年 10月 20日 から施行する。

附 貝|」 この定款は、 2026年 ●月● 日から施行する。

測



役  職 氏  名

理事長 薦田美智子

副理事長 山口 文江
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別表 設立当初の役員

(五十音順)

役  名 氏 名 役  名 氏 名
理 事 長 薦 田 美 智 子 理 事 庄  妙 子
副 理 事 長 山 口 文 江 理 事 末 安 民 生
理 事 浅 野 晋 理 事 鈴 木 博 子

理 事 荒 井 勇 理 事 弟子丸すみえ

理 事 石 毛 鎮 子 理 事 中 村 敏 子

理 事 小 笠 原 章 子 理 事 生 井 博 美 子

理 事 岡 山 宗 睦 理 事 浜 村 富 美 子

理 事 清 田 順 子 監 事 伊 藤 雄 司

理 事 香 丸 真 理 子 監 事 遠 藤 寿 子
理 事 塩 田 三 恵 子



書式第8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

2025年度   事 業 計 画 書
特定非営利活動法人アビリティクラブたすけあい

1 事業実施の方針
誰もが孤立することなく安心して地域で暮らすことを目指し、 ACT運 動グループ、関係団体と連

携して活動を進める。

コミュニティ活動

・地域でゆるやかにつながり、会員どうしが身近でたすけあう関係をつくる地域ACTづ くりを更に進

める。

・地域の居場所まちの縁がわを増ゃす。生活クラブ運動グループによる多様な居場所総合プロジェクト

に参加し、居場所づくりを進める。

,地域の仲間づくりを進める「いきいきサークル」は若い会員に参加を働きかける。

・ACTコ ミュニティ活動応援基金助成は、広報活動を強化し応募団体を募る。
・政策提案活動は、ACT運動グループや生活クラブ運動グループ、地域福祉関連団体と連携して、高

齢者介護、障がい福祉、子育て支援などの課題に取り組む。「介護の崩壊をさせない実行委員会」に参加

し、現場の声を反映させた政策提案に取り組む。

・たすけあいワーカーズの委託業務支援を行なう。

ヮーカーズヘのサポートに関する事業

事業が縮小したため、まちづくりの推進事業(コ ミュニティ活動)に合める。

ACTつ ながるケア(自立援助サービス)

活動と事例の成果を共有し、利用拡大推進につなげる。ケア者の研修を実施しスキルアップに努める。

アビリティ共済(少額短期保険事業)

アビリティ共済の特長や魅力をあらゆる機会、場、組織を生かして伝え、加入を増やし保有数を増加に

転じます。募集人を増やす。

生活自助品供給事業

介護に役立つナーシングラッグの利用促進に取り組む。

人材育成(公開講座・講事業師派遣・研修等)

安心のまちづくりを推進し、地域の二―ズに応えられる人材育成や啓発に取り組み、スキルアップのた

めの講座や研究会を開催する。

「A CTの地域育て・自分育て講座」「介護職員初任者研修」「公開講座」を継続する。

在宅介護研究会、SPSD(認知症模擬演技者)研究会も活動を継続し、介護職員初任者研修の講師を務め

る。研究会への参加を広く呼びかける。

市民後見事業

「最期まで自分らしく」を応援するACTの もう一つの自立支援として取り組む。人材の養成講座、出

前講座、終活講座などを行なう。あらたなサービスを増やし、利用者を増やす。自治体への提案活動や、

成年後見に関する動向や社会的な問題などについて必要に応じて調査活動などを行なう。



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【141,333】 千円 )
足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

まちづくりの推進、
市民からの相談、福

祉の政策提案に関

する事業

コミュニティ活動

(地域 ACT、 ワーカーズまちの縁が

わ、たすけあいワーカーズの設立支

援・たすけあいワーカーズのサポー

ト・地域のつどtい いきいきサーク
ルの推進、コミュニティ活動応援基

金助成、政策提案など)

地域のつど

い 25回、そ
の他は各活

動日、 ワー

カーズサポ
ー トは日常

対応

実施会場と

法人事務所
5人

都内各地域の

コ ミ ュ ニ テ

ィ・福祉政策に

関心のある人

4,800人
21,988

ワーカーズヘのサ

ポー トに関する事

業

たすけあいワーカーズの費脂菫務支

饉

事業が縮小したため、まちづくりの

推進事業(コ ミュニティ活動)に含め

る。

介護、家事、子育て

支援などの自立を

支援する事業

ACTつながるケア(自立援助サービ
ス)

(高齢者、障がい者、病者、産前産後

の女性、支援を必要としている人ヘ

の家事援助、介護、保育等のケアサ

ービス)

月～金(必要

に 応 じ 休

日・夜間)

利用者宅(付

き添い除く)
1,131人

家事援助・介

護・保育などの

支援が必要な

人

4,800人 9,456

少額短期保険業に

関する事業

少額短期保険薬

(保険業法に基づき少額短期保険を

提供)

365日 法人事務所 8人
地域福祉・共済

に関心のある

人

1,500人 103.536

福祉用具、衣・食等、

生活を豊かにする

供給事業

生活自動品供給

(自立支援や介護の負担を軽減する

ための介護用品、健康管理用品、食

品等の供給

受注供給

利用希望者

宅へ戸別配

送

1人
福祉用具など

を希望する人
200人 1,832

人材育成および啓

発、介護人材の養

成、講師派遣、出版

等事業

公開講座・研修・口椰派遣等

(講座の企画運営、介護や認知症ケ

ア研修等の講師派遣、研究会)

4～ 3月 まで
の各講座開

催日

法人事務所

各都内会場
2人

認知症ケア、介

護、子育て、傾

聴、相談などの

関心のある人

600人 3,051

後見に関する事業

市民後見事彙

(見守り、制度の周知活動として出

前講座、後見人の担い手養成講座、

電話相談、調査活動)

見守 りは月

2回

担い手姜成

講座 1回、
出前講座 5

回

利用者宅

研修は法人

事務所

2人
見守り・後見が

必要な人、関心

のある人

60人 1,470

たすけあう住まい

方の支援に関する

事業
実施していない



書式第 8号 (法第 10条・第25条関係 )

設立・定款変更用

2026年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人アビリティクラブたすけあい

1 事業実施の方針
誰もが孤立することなく安心して地域で暮りすことを目指し、ACT運 動グループ、関係団体と連

携して活動を進める。

コミュニティ活動

・地域でゆるやかにつながり、会員どうしが身近でたすけあう関係をつくる地域 ACTづ くりを更に進
める。

・地域の居場所まちの縁がわを増やす。生活クラブ運動グループによる多様な居場所総合プロジェクト

に参加し、居場所づくりを進める。

・地域の仲間づくりを進める「いきいきサークル」は若い会員に参加を働きかける。

・ACTコ ミュニティ活動応援基金助成は、広報活動を強化し応募団体を募る。
・政策提案活動は、ACT運 動グループや生活クラブ運動グループ、地域福祉関連団体と連携して、高

齢者介護、障がい福祉、子育て支援などの課題に取り組む。「介護の崩壊をさせない実行委員会」に参加

し、現場の声を反映させた政策提案に取り組む。

・たすけあいヮーカーズの委託業務支援を行なう。

ヮーカーズヘのサポー トに関する事業

事業が縮小したため、まちづくりの推進事業の中に合める。

ACTつ ながるケア(自 立援助サービス)
活動と事例の成果を共有し、利用拡大推進につなげる。ケア者の研修を実施しスキルアップに努める。

アビリティ共済(少額短期保険事業)

アビリティ共済の特長や魅力をあらゆる機会、場、組織を生かして伝え、加入を増やし保有数を増加に

転じます。募集人を増やす。

生活自助品供給事業

介護に役立つナーシングラッグの利用促進に取り組む。

人材育成(公開講座・講事業師派遣・研修等)

安心のまちづくりを推進し、地域の二―ズに応えられる人材育成や啓発に取り組み、スキルアップのた

めの講座や研究会を開催する。

「A CTの地域育て・自分育て講座」「介護職員初任者研修」を継続する。在宅介護研究会は高齢化とメ

ンバー減少が課題のため、継続について検討する。SPSD(認知症模擬演技者)研究会は活動を継続し、

介護職員初任者研修の講師を務める。研究会への参加を広く呼びかける。また、益々深刻化する児童虐

待をテーマに精神科医 2名 と臨床心理士による大規模な「シンポジウム」を企画する。

市民後見事業

「最期まで自分らしく」を応援するACTの もう一つの自立支援として取り組む。人材の養成講座、出

前講座、終活講座などを行なう。あらたなサービスを増やし、利用者を増やす。自治体への提案活動や、

年後見に関する動向や社会的な問題などについて必要に応じて調査活動などを行なう。



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【133,908】 千円 )
足款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

党益
対象者
範囲

受益
対象者
人数 マ棉

まちづくりの推進、

市民からの相談、福

祉の政策提案に関

する事業

コミュニティ活動

(地域 ACT、 ワーカーズまちの縁が

わ、たすけあいワーカーズの設立支

援rたすけあいワーカーズヘのサポ
ート・地域のつどい‐いきいきサー

クルの推進、コミュニテイ活動応援

基金助成、政策提案など)

地域のつど

い 25回、そ
の他は各活

動 日、 ワー

カーズサポ

ー トは日常

対応

実施会場と

法人事務所
5人

都内各地域の

コ ミ ュ _ァ
ィ・福祉政策に

関心のある人

4.800人
21,988

ワーカーズヘのサ

ポー トに関する事

業

たすけあいワーカーズの晏託桑務支

援

事業が縮小したため、まちづくりの

推進事業(コ ミュニティ活動)に合め

る。

介護、家事、子育て

支援などの自立を

支援する事業

ACTつながるケア(自立援助サーピ
ス)

(高齢者、障がい者、病者、産前産後

の女性、支援を必要としている人ヘ

の家事援助、介護、保育等のケアサ

ービス)

月～金 (必要
に 応 じ 休

日・夜間)

利用者宅(付

き添い除く)
1,131人

家事援助・介

護・保育などの

支援が必要な

人

4,800人 9,456

少額短期保険業に

関する事業

少領短期保険薬

(保険業法に基づき少額短期保険を

提供)

365日 法人事務所 8人
地域福祉・共済

に関心のある

人

1,500人 96,111

福祉用具、衣・食等、

生活を豊かにする

供給事業

生活自助品供給

(自立支援や介護の負担を軽減する

ための介護用品、健康管理用品、食

品等の供給

受注供給

利用希望者

宅へ戸別配

送

1人
福祉用具な ど

を希望する人
200ノ、 1.832

人材育成および啓

発、介護人材の養

成、講師派遣、出版

等事業

公開睛座 。研修・講師派遣椰

(講座の企画運営、介謹や認知症ケ

ア研修等の講師派遣・研究会)

4～ 3月 まで
の各講座開

催日

法人事務所

都内各会場
2人

認知症ケア、介

護、子育て、傾

聴、相談などの

関心のある人

600人 3,051

後見に関する事業

市民後見事業

(見守り、制度の周知活動として出

前講座、後見人の担い手養成議座、

電話相談、調査活動)

見守 りは月

2回

担い手養成

講座 1回、
出前講座 5

回

利用者宅
研修は法人

事務所

2人
見守り・後見が

必要な人、関心

のある人

60人 1,470

たすけあう住 まい

方の支援に関する

事業
実施していない



法人名:特定非営利活動法人アピリティクラブたすけあい
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22,077

1,071

150

1.000

2,240

3,650

4.919

979

130

300

949

1,269

1,410

580

105 23

84o

l.480

37

308

141,333

|



中退共掛金

通働費
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費

業務委託費
事務委託費
加入推進手数料

調査研究費
顧問料
理事実費弁償費
印刷・広報費

旅費交通費
通信運搬費
器具備品費
消耗品費
保守・修繕費

水道光熱費
地代家賃

賃借料

減価償却費
保険科
諸会費
租税公課

支払手数料

雑費

渉外資
その他経費計

管理費計

経常費用計

税引前当翔正味財産増減額

法人税.住民税および事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

35

84

11

に
，

と 額

2,801

2281

191

4181

141

121

611

361

2"|
134‐

17

170

9

33

14

4

2

2.114

6.7H
70

t.016

6,641

B4,375

500

△ 4,740

△ 4,240

22,798

18.558

109.574

指定正味財産増減の部
受取寄付金

受取寄付金
一般正味財産への振替額
一般正味財産´ヽの振替額

当期指定工味財産増減額
指定正味財産期置残高

1   指定iF味財産期末残高
1正味財産期末残高  __

|

|



法人名:特定非営利活動法人アビリティクラブたすけあい

活動工菫豊
2026年  4月  1子1   ～  2027年  3月  31日 まで

I経常収益
1.受取会を
受取会を

賛助会,
2.I:lll霞

i::3

3.手曼護縫
こ振彗額

まちづでヤ)′‐・

楊蟹綺鉤
蜆益

4獣 颯
寛曇 描握「

事業収益

5.:|||[鵞
iζtti5食
賢額

.写
離1燈鋤ズ連合)

1:;[||:」

‐
,給与
驚
‐極

^´°
麒

|
艦驚1,

(単位 :千円)

135,465

84く |,

1,480

37

008

14.430

20

8.000

4,740

50

7,593

61,934

1,900

1,425

759

4.100

22,077

8.CI)0

195

132

10

100

14.450

12,740

73,661

34,177

437

7.615

19,760

93

2,720

4,092

4て

'5●116

149

3(,.010

1,919

979

130

3α

949

1,269

1,410

580

3.666

650

5,122

186

277

2.509

484

3,962

1

l,14

20,(】 ,0

8.000

4,100

22,077

3.215

150

1.()00

2.240

3,650

1.322

29

798

27

185

57

27

97,8()8

133,908

ri ロ



サ 騎
喜
踏°
価
難
'

野
墨

「饉』墨1_:景

:蠅書響

35

84

ll

正

2.801

25

21

10

8

71

510

228

19

418

14

12

61

36

298

134

17

170

9

33

14

4

2

2,114

.588

△ 3,358

70

△ 3,428

91,016

500

△ 4,740

△ 4,240

18,558

14.318

101.906

指定正味財産増減の部
受取寄付金

受取寄付金
一般正味財産′ヽの振着額
一般正味財産′ヽの振彗額
当期指定正味財1“増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

正味財産期末残高


